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第 2回 連結会計 

（②連結財務諸表に関する会計基準等） 

（②-２持分法に関する会計基準） 
 

月(5) 法 2号館 213教室 
平成 23年 4月 18日 
財 務 諸 表 論 Ⅰ 

 
本レジュメは、企業会計基準及び次の各書を参考にさせていただいて作成した。(財務諸表論第 11版 武田隆二著 H21年 1月中央経済社発行)  
(ゼミナール現代会計入門第 8 版 伊藤邦雄著 H22.4日本経済新聞社発行)(公認会計士試験短答式財務諸表論第 7 版 石井和人著 H22.10中央経済社発行) 
 
連結会計とは何か？ 企業集団の会計である。 
 
なぜ連結会計か？ 企業集団は単一の組織体と同じである。 

 
 

１．連結財務諸表とは 

 

支配従属関係にある2以上の企業からなる企業集団を法人格は異なるが経済

的実態に着目し、単一の組織体とみなして、親会社が企業集団の経済活動、即

ち財政状態、経営成績及び C/F の状況を総合的に開示するものである。 

 

 
企業集団 

   

    

 親会社   連結 B/S 

 (支配会社)  → 連結 P/L 

 
↓ 

  連結 C/F 計算書 

   連結株主資本等変動計算書 

 子会社    

 従属会社    

 

①親会社の株主は、子会社を含めた企業集団で全体を把握できるので適切

な投資判断等の意思決定ができる。 

②会社相互間の取引と残高が相殺消去されるので、財務の実態を把握でき

る。 

③企業グループ経営のための適切な意思決定が行える。 

 
 

本レジュメは講義日前にホームページに upしてあります  

http://yamauchi-cpa.net/index.html   
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２．連結会計制度とグループ経営 
 

(1)多角化、国際化とグループ経営 
 

・昭和 39年～40 年(1964～1965)にかけて親会社の粉飾決算を背景とする関連

企業の連鎖的倒産があった。 

・昭和 52年(1977)4 月に開始する事業年度より連結財務諸表の開示が要求さ

れたものの、個別財務諸表が中心であり、連結財務諸表はそれに従属する書

類と位置づけられた。 

・経済のグローバル化に波に乗って企業の国際化・多角化が急速に進展する

とともに、証券市場も国際化し、海外投資家の参入が増加した。 

経営環境の変化に伴い、会社経営者も財務諸表の利用者も、個別財務諸表

だけでは、経営実態を把握し適切な意思決定を行うことが難しくなった。 

・平成 9年(1997)6 月 6日「連結財務諸表制度の見直しに関する意見書」が公

表、個別決算中心主義から、連結決算中心主義に移行することとなった。 

・このような会計制度の改革を契機に、日本企業はグループ連結経営への取

組みとグループ経営革新をスタートさせた。 

・平成 11年(1999)の商法改正による株式交換、株式移転、平成 18 年(2006)

の会社法改正などによりグループ化が容易になり、グループ連結経営及び

業績の重要性が高まるなかで多くの企業でグループ組織の再編が進展した。 

 

(2)連結会計の目的と範囲 
 

連結財務諸表とは、支配従属関係にある 2つ以上の会社からなる企業集団を

単一の組織体とみなして、親会社がその子会社を含めた、企業集団の財政状

態および経営成績を総合的に報告するために作成するものである。 

つまり親会社の投資情報として作成される。連結の範囲の決定には、持株比

率基準と支配力基準の 2つの考え方があるが、親会社が他の会社に対する実

質的な支配力をベースに連結の範囲を決定する支配力基準がとられている。 

 

(3)連結財務諸表会計基準と企業結合会計基準 
 

グループ形成の段階における会計処理に適用される基準が企業結合会計基

準であり、企業結合後において作成される連結財務諸表については連結会計

基準が適用される。 

 

(4)企業グループの財政状態と経営成績を明らかにするために連結する 
 

①資 本 連 結 － 親会社の投資勘定と子会社の株主資本とを相殺消去 

②債権債務連結 － 相殺消去 

③収 益 連 結 － 連結会社相互間の売上、仕入等の相殺消去 

④損 益 連 結 － 未実現利益の相殺消去 
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３．持分法とは 

 

(1)持分法とは部分連結である。 
 

投資会社が関連会社（非連結子会社及び関連会社）の純資産及び損益のう

ち、投資会社に帰属する部分の変動に応じて、その投資の額を連結決算日

ごとに修正して計算する方法である。 

即ち、関与する度合の強い会社は、その企業集団における一事業単位とし

て子会社に準じた性格を持つと考える。 

 

(2)会計処理 
 

①関連会社の株式（純資産 100,000 千円）への投資は当初は原価で計上する。 

（A社株式の 30%を 30,000 千円で取得する） 

千円   

投資有価証券 30,000 ／ 現 金 預 金 30,000 

 

②株式取得後にその関連会社が利益をあげれば、その利益に対する持分だ

け投資有価証券を増額させる。 

（A社は年間 50,000 千円の利益をあげる） 

投資有価証券 15,000 ／ 現 金 預 金 15,000 

 

③配当を受取った場合は配当額だけ投資を減額する。 

（A社は 30,000 千円の配当を行う） 

受取配当金 9,000 ／ 投資有価証券 9,000 

 

(3)持分法と連結 
 

持分法は、関連会社に対する投資を、その関連会社の純資産と置きかえる。

これに対し連結は子会社に対する投資を、その子会社の資産及び負債と置

きかえる。即ち持分法は投資を純額で評価し、連結は投資を総額で評価す

ることになる。 
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４．会計処理方法等の親子間差異 

 

(1)連結決算日 
 

 

 

 

(2)会計処理方法の統一 
 

 

 

 

(3)株式持ち合い 
 

 

 

 

 

５．連結貸借対照表 

 

(1)投資勘定と資本勘定の消去 
 

 

 

 

(2)債権と債務の相殺消去 
 

 

 

 

(3)税効果会計に伴う繰延税金資産 
 

 

 

 

(4)持分法の適用 
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６．資本連結の手続 

 

(1)全面時価評価法 
 

 

 

 

(2)支配獲得時の資本連結 
 

 

 

 

(3)子会社株式の追加取得 
 

 

 

 

(4)子会社株式の一部売却 
 

 

 

７．連結損益計算書 

 

(1)連結会社間の取引高の相殺消去 
 

 

 

 

(2)未実現利益の消去 
 

 

 

 

(3)のれんの償却 
 

 

 

 

(4)税効果会計の適用 
 

 

 

 

(5)少数株主損益の計上 
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８．セグメント情報の開示 

 

(1)連結決算と合算 
 

 

 

 

(2)マネジメント・アプローチ 
 

 

 

 

９．四半期連結財務諸表 

 

(1)中間連結財務諸表と四半期連結財務諸表 
 

 

 

 

(2)実績主義と予測主義 
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10．連結納税 

 

(1)連結納税制度の目的 
 

平成 14 年度税制改正により導入された制度である。 

企業グループの一体性に着目し、あたかも一つの法人であるかのように捉

えて損益を通算した上で、法人税を課税する仕組みである。 

これは、企業グループの営業と課税を、法人単位のみを捉えて行うことな

く、企業グループ全体を一体として取扱うことが、企業活動の実態にも沿

っており、課税の公平を図ることになるからである。 

 

(2)メリットとデメリット 
 

①企業グループ内の損益の通算 

財務省の試算によれば、損益通算によるメリットは約 8,000 億円にのぼ

るとされている。 

②未実現利益の繰延べ 

グループ会社間の収益取引において最終の外部売上において課税が起き

る。即ち、課税の時期が遅くなる。 

③子法人の固定資産などの時価評価 

連結初年度、あるいは連結グループへ加入時には、子法人の固定資産な

どの直前事業年度末での時価評価が必要である。(除、組織再編税制の適

格要件を満たすもの) 

④連結親法人に多額の欠損金があり、かつ、連結子法人において課税所得

が発生する見込である企業グループに効果がある。 

 

(3)制度の適用範囲 
 

①100%子会社のすべてに導入する。(除、外国法人) 

②他の内国法人(普通法人または協同組合等)に発行済株式のすべてを保有

されている法人は除く。 

③出口のない制度と言われており、いったん選択した後は取り止めること

はできない。 

 

(4)申告期限等 
 

①連結事業年度終了の日の翌日から2ヶ月以内(2 ヶ月の延長申請可能) 

②住民税、事業税、消費税等の税目については、それぞれの個別法人が確

定申告を行う。 
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(5)連結納税グループ内における税金の精算 
 

黒字子法人 …… 親法人に向けて子法人が負担する 

赤字子法人 …… 親法人から子法人が受取る 

 

(法人税率 30%として) 

 
 

 (ケース 1)   (ケース2)   

  所得(1)  課税(1)  所得(2)  課税(2) 

親Ｐ社  1,000  300 (支払)  1,000  300 (支払) 

子Ａ社  300  90 (支払)  300  90 (支払) 

子Ｂ社  △500  △150 (受取)  △3,000  △390 (受取) 

所 得  800     △1,700    

納 付    240     0  



 

前回の復習と質問 
（第 1回 H23.4.11） 

 

 

H23.4.25 

 

１．会計とは何か 

企業活動を数字を使って要約する 

 

２．要約したものが財務諸表である。 

財務諸表の代表は貸借対照表 B/S（資産と負債と純資産）と損

益計算書 P/L（収益と費用と利益）である。 

 

３．財務諸表によって、企業活動の差や優劣がわかる。 

株価とソニーとパナソニックとの差 

 

４．簿記 3級の学生がいるが、その学生は№1～3の意味がよく理解

できる。何故なら簿記会計は企業活動の言語だからである。 

 

５．資産と負債で損益を計算するなら、負債がゼロの会社はどうな

るかというとても良い質問があった。 

 

６．資産と負債と損益を正確に計算するということをもう一度説明

すると・・・ 

 

７． 授業のポイントの記載の中で「企業の変化は会計の変化となる、

企業の成長は会計の成長となる」という表現があったが、よく

話をきいてポイントをついていると思う。 

 

８．また、「日本の会計は国際的に見てレベルが低いと扱われている」

との表現があったが、それは以前の話で、今はかなりいい線・・・ 

 

９．会計士と税理士の違いは何かという疑問点があったが、それ

は・・・ 
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② 連結財務諸表に関する会計基準 

(これは学生が会計基準を学ぶためにまとめたものです、更に補充して勉強して下さい。) 

 

重要定義のチェック 

 

(1)設 定(平成 20年 12 月 26 日 ASBJ) 
 

連結財務諸表は、支配従属関係にある 2つ以上の企業からなる集団(企業集

団)を単一の組織体とみなして、親会社が当該企業集団の財政状態、経営成

績及びキャッシュ・フローの状況を総合的に報告するために作成するもの

である。 

 
(2)親会社説 
 

単一の支配下にある企業集団全体の資産・負債と収益・費用を連結財務諸

表に表示するとともに、資本に関しては、連結財務諸表の延長線上に位置

づけて、親会社の株主の持分のみを反映させる考え方をいう。 

 

(3)経済的単一体説 
 

企業集団は親会社と少数株主がともに支配しているものであり、連結財務

諸表は双方のために作成されるべきとする考え方である。少数株主持分は

企業集団の内部者とされ、少数株主持分は計上されず資本に含まれ、少数

株主損益は連結損益計算書上、税金等調整前当期純損益に含まれる。 

 

(4)親会社 
 

他の企業の財務及び営業又は事業の方針を決定する機関(意思決定機関)を

支配している企業をいい、子会社とは、当該他の企業をいう。 

親会社及び子会社又は子会社が、他の企業の意思決定機関を支配している

場合における当該他の企業もその親会社の子会社とみなす。 

①他の企業の議決権の過半数を自己の計算において所有している企業 

②他の企業の議決権の 40%以上を自己の計算において所有している企業で

あって、次のいずれかの要件に該当する企業 

(イ)自己の議決権と自己と同一の議決権を行使すると認められる者等の議

決権を合わせて、他の企業の議決権の過半数を占めること 

(ロ)他の企業の意思決定に影響を与える者が、当該他の企業の意思決定機

関の構成員の過半数を占めていること 

(ハ)他の企業の重要な財務及び営業又は事業の方針の決定を支配する契約

等が存在すること 

(ニ)他の企業の資金調達額の総額の過半について融資を行っていること 

(自己と緊密な関係のある者が行う融資の額を合わせて資金調達額の総

額の過半となる場合を含む) 
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(ホ)その他、他の企業の意思決定機関を支配していることが推測される事

実が存在すること 

③自己の議決権(議決権を有しない場合を含む)と、緊密な関係があること

により自己と同一の議決権を行使すると認められる者等の議決権を含め

て、他の企業の議決権の過半数を占めている企業であって、かつ、上記

②(ロ)～(ニ)のいずれかの要件に該当する企業 
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(5)連結会社 

 

親会社及び連結される子会社をいう。 

 

(6)連結財務諸表作成における一般原則 
 

 

 

 

(7)連結の範囲 
 

 

 

 

(8)連結決算日 
 

 

 

 

(9)親会社及び子会社の会計処理の原則及び手続 
 

 

 

 

(10)連結貸借対照表の作成基準 
 

 

 

 

(11)子会社の資産及び負債の評価と評価差額 
 

 

 

 

(12)投資と資本の相殺消去 
 

 

 

 

(13)少数株主持分 
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(14)子会社株式の追加取得及び一部売却 

 

 

 

 

(15)債権と債務の消去 
 

 

 

 

(16)連結損益計算書の作成基準 
 

 

 

 

(17)連結株主資本等変動計算書の作成 
 

 

 

 

(18)連結キャッシュ・フロー計算書の作成 
 

 

 

 

(19)連結財務諸表の注記事項 
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②-２ 持分法に関する会計基準 

(これは学生が会計基準を学ぶためにまとめたものです、更に補充して勉強して下さい。) 

 

重要定義のチェック 
 

(1)設 定（平成 20年 3月 10 日 改訂平成20年 12月 26 日 ASBJ） 
 

本会計基準は連結財務諸表を作成する場合の持分法に関する会計処理及び

開示を定めることを目的とする 
本会計基準は、連結財務諸表を作成する場合に適用する。 
個別財務諸表において持分法を適用した場合の注記を行う場合は、本会計基

準による。 
 

(2)持分法 
 

投資会社が被投資会社の資本及び損益のうち投資会社に帰属する部分の変

動に応じて、その投資の額を連結決算日ごとに修正する方法をいう。 
 

(3)関連会社 
 

企業(子会社を含む)が他の企業の意思決定に対して重要な影響を与えるこ

とができる場合における当該他の企業(子会社を除く)をいう。 

①他の企業の議決権の 100分の 20以上を所有している場合 

②他の企業の議決権の 100分の 15以上を所有しており、かつ、次のいずれ

かの要件に該当する場合 

(イ)会社の役員等である者、又はあった者で他の企業の意思決定に影響を

与えることができる者が、当該他の企業の代表取締役、取締役等に準

ずる役職に就任していること 

(ロ)重要な融資(債権保証、担保提供を含む)を行っていること 

(ハ)重要な技術を提供していること 

(ニ)事業上の重要な取引があること 

(ホ)意思決定に対して重要な影響を与えることができる(推測を含む)事実

があること 

③自己の議決権(ない場合も含む)と緊密者等の議決権を合わせて他の企業

の 100 分の 20 以上を占め、かつ、②(ロ)～(ホ)のいずれかの要件に該当する

時、 

 

(4)持分法の適用範囲 
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(5)被投資会社の財務諸表 

 

 

 

 

(6)持分法の会計処理 
 

 

 

 

(7)表示 
 

 

 

 

(8)注記事項 
 

 

 


